給与特例法案で公務員連絡会が総務省と交渉　６月２日

※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会幹事クラス交渉委員は、２日午後、平山総務省人事・恩給局次長と交渉を行い、５月23日の片山総務大臣との交渉合意を踏まえた国家公務員の給与特例法案及び総人件費削減の各般の取組みの内容説明を求めるとともに、今後の対応についての要請を行った。

　総務省交渉の経過は次の通り。

＜総務省人事・恩給局次長との交渉経過＞

　交渉冒頭、公務員連絡会の大塚副事務局長が、①地方公務員への影響遮断、独法等については自律的な労使交渉が基本であること、②必要な超勤予算を確保すること、③基本権付与法案と同時に成立させること、など23日の片山大臣との交渉で合意したことについて、約束を守るよう確認を求めた上で、国家公務員の給与特例法案と総人件費削減の「各般の取組み」の内容の説明を求めた。

　これに対し総務省は、明日の閣議決定に向けて最終的な調整を行っている「国家公務員の給与減額支給措置について（案）」、及び「国家公務員の給与の臨時特例に関する法律案」について、資料に基づき説明した。

　また、昨年11月に国会の場で給与引下げ法案を提案する際に示すとしていた総人件費削減の全体像について、給与の特例法案の審議を始めるときに衆議院総務委員会の理事会に「各般の取組み」として示すことにしていることについて、口頭で次の通り説明した。

(1)定員

○　東日本大震災の影響により、当面大幅に純減することは困難と考えられること。

○　24年度においては、大震災への対応に配慮しつつ、通常の定員審査の中で例年どおり厳しく業務の見直しや効率化に取り組み、可能な限り定員の純減を図ること。

○　24年度の新規採用者数についても、23年度に引き続き、基本的には厳しく抑制を図ることとし、早急に調整を進めること。

(2) 退職手当

○　今年度、人事院に依頼して、退職一時金及び年金の「退職給付」に係る官民比較調査を実施し、その結果を踏まえ、24年度中に退職手当の水準を見直すための改正法案の提出を目指すこと。

○　あわせて、希望退職制度についての検討を進め、同法案においてその導入を図ること。

(3) 共済年金

○　共済年金制度については、社会保障改革に係る検討の一環として年金制度全体の議論の中で検討すること。

　これらの説明に対して、公務員連絡会は次のとおり総務省に対し要請を行った。

【給与特例法案関係】

(1) 法案の中身については、大幅に給与を減額する内容であり、組合員に極めて厳しい内容であることを改めて申し上げておきたい。その意味で実施時期について、人勧に基づく法案に比べて１ヶ月多い準備期間を設けることにしているが、ローンの組替えなど生活の再設計を行うための期間という観点からは不十分だ。必要な手続きや共済からの借入れ等各府省に対し、組合員の生活を支えるための、様々な対策を講じるよう指導してもらいたい。

(2) 職責及び若年層への配慮を踏まえ、５％、８％、１０％の3段階の削減幅を設け、行（一）については昇格した場合に逆に支給額が減らない制度設計にしているが、行（一）以外の俸給表では一部に逆転現象が生じる。救済措置を取れば新たな逆転現象を生じ、昇格したのに給与が下がるということは本人にとっては納得しがたいことに変わりはないので、丁寧な説明をお願いしたい。法案に基づいて取られる引下げ措置全体についても、各府省の使用者責任で、全職員に説明するように指導してもらいたい。

(3) 法律で定めきれない事項については、政令で定めることとされているが、現時点で予定されていることがあれば教えてもらいたい。また、この法改正に伴い、人事院規則を改正する必要はないのか。現時点で予定されるものがあればこれについても教えてもらいたい。

(4) 自衛官のほかにも、被災地で活躍している公務員は多数いるにもかかわらず、なぜ自衛官のみ今回の減額措置を６ヶ月猶予することにしたのか説明してもらいたい。

(5) 非常勤職員の給与水準について、相当程度低い場合には減額しないとのことだが、その範囲はどのくらいか。

【各般の取組み】

(1) 定員については、大臣、政務官との交渉で一定程度の確認をしてきたし、行政管理局の担当でもあるので、この場では割愛するが、定員削減の凍結とははっきり示してもらっていない。人事・恩給局として国家公務員の人事行政を所管する立場で、勤務条件確保の観点から行政管理局に対し、定員査定や新規採用枠について各府省の実情を十分に聞くように伝えていただきたい。

(2) 退職手当については、調査、調査結果に基づく措置及び希望退職制度の検討に当たっては、公務員連絡会と十分交渉、協議を行い、合意に基づいて進めていただきたい。

(3) 共済年金の扱いについては、公的年金制度全体をどうしていくのかについての議論の中で整理していく課題として受け止めさせていただく。

　これに対し、平山次長は、以下の通り答えた。

【給与特例法案関係】

(1）今回の給与減額措置が大変厳しい内容であることは理解している。生活への配慮については、今回の法案において、支給に万全を期すとともに、組合からの生活見直しに時間が必要との指摘を踏まえ、支給期日を翌々月の初日としたところ。

(2) 逆転も含めた引下げ措置全体について職員に対して十分な説明を行う必要があるという点については、当方も同感であり、御指摘も踏まえ、職員への周知方法について検討してまいりたい。

(3) 現時点で政令において規定すべき事項は、防衛省において自衛官の適用除外期間を政令で定めること（附則第２条関係）としているほか、特にないものと考えている。人事院規則は、人事院が判断して定めるものであり、今般の措置に伴う必要な措置を講ずるための人事院規則の制定・改正は法案成立後に人事院において判断されるものと思料する。減額支給措置について、現時点で人事院規則改正が不可欠な事項があるとは承知していない。

(4）東日本大震災に際して、防衛省は、定員27万人の隊員のうち最盛期で10万６千人超という過去に例のない規模での派遣活動を展開しており、これは、被災地で直接活動する隊員だけでなく、それをサポートする全国の駐屯地等の隊員も含め、自衛隊全体で取り組んでいる。

　また、一方で、定員の半数近くの要員を被災地に派遣させつつも、平素の任務を引き続き維持する必要があり、被災地以外で活動している自衛隊員も派遣活動の裏側で大きな負担となっている。

　　今回の震災対応にあたっては、警察官や海上保安官等の各省庁職員も全力を挙げて取り組んでいることは言うまでもないが、その中にあって、特に自衛隊員については、先に述べたように、最盛期で10万６千人超という過去に例のない規模での派遣活動を展開していることに鑑み、今回の特例措置を行うものとした。

(5) 非常勤職員の減額措置の適用範囲は、現場で判断ができるものにしたいと考えている。月例給与については、係員クラスと同等の者もいるが、期末手当が支給されなければ相当程度低くなる。何をもって給与水準が低いとするのかはっきりさせたい。

【各般の取組み】

(1）定員関係の御要望は管理局に伝えておく。

(2）国家公務員の退職手当の支給水準については、おおむね５～６年ごとに実施する民間企業退職給付実態調査の結果を踏まえ、官民均衡を図っている。いずれにしても、退職手当は職員の重要な関心事項であり、検討に際しては職員団体からの御意見は十分伺ってまいりたい。

　最後に、公務員連絡会側は、「給与も職員も年金も下がる状況では士気が下がるばかりだ。基本権付与法案と同時に成立させること、給与の特例的な引下げは今回限りであること、今後の人勧の取扱いについてはわれわれとの合意が優先されること、各般の取組みについては今後も十分な交渉・協議を行うことを重ねて要請する。これらの課題について、人事・恩給局としての役割を十分に果たしてもらいたい」と強く訴えた。

　これに対し、平山次長は、「処遇が大変厳しい面もあるのはよく理解している。皆さんが気持ちよく、生き生きと働けるようにしていきたい」と応えたことから、これを確認し、本日の交渉を終えた。

以上

